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第1部　我が国の課題と政策運営の基本方向

第1章　基本的な時代認論

現在、我々は、重層的転換点にある。急速な経済成長を遂げた戦後半世紀から新た

な半世紀へ、また、20世紀から′21世紀へと時代が転換しつつあるのみならず、内外に

おいて次のような大きな潮流の変化が生じつつあり、それに対する対応が求められて・

いる。今後21世紀に向けた我が国の発展を考えるに当たっては、我々はこのような転

換点にあることをはっきりと認識することから出発しなければならない。

1、．グローバリゼーションの進展

第1の潮流はグローバリゼーションの進展である。

情報通借の高度化、輸送技術の飛躍的発達や自由貿易体制の拡大に伴い、人、－モノ、

カネ、情報が地球的規模で動くようになっている。また、東アジア等新興国経済の台

頭や東欧等の市場経済への参入等を背景として、市場経済の拡大と深化が追行してい

る。この籍果、経済活動はボーダーレス化し、メガコンペティシ才ンとも呼ばれる大

腰争時代が到来している。これは、企業の活動の舞台を拡大する一方で、国際兢争を

一層漱化させており、企業は、地球規模の競争を勝ち抜くため、最適な事業環境を求

めて図を選び、また、各国は、事業活動の場として優位な環境の整備を巡って兢争を

展開するという時代となっている。他方、経済活動の地球規模の拡大は、人々の意識

の嘉一ダーレス化も促し、経済問題のみならず、人口、環境、食料問題等について、

全地球規模で対応すべき課題であるとの認識が広まっており、こうした意味でもグロ

ーバリゼーションが進展している。

2．高次な成熟経済社会への転換

第2の潮流は、我が国経済社会が一つの段階を終え、より高次な成熟経済社会へ転

換しつつあることである。

我が国経済は、主として海外からの技術導入とその応用により、新しい製品・良質

な製品を大量に生産し、内外の市場に販売するという、パターンにより、急速を発展を

遂げてきた。しかしながら、新製品開発をもたらすような独創的な技術を自ら創出し

ていかなければならないことや、単にモノを製造するばかりやなく、製品・サービス
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費者幸一ズに対応しなければならないことなど、従来型の発

とは困難となっ’ている。特に，かつて日本が競争力を持ってい

芯分野においては、東アジアを中心とした海外諸国の翠争カの向上が

こう、七た環境変化の下で、日本経済は、その新たな発展をもたらすような・ヽ
′

秒恕蕗教会への転換を迫られている。

らトに、大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会経済活動や生活様式のあり方を間

い直し、年産と消費のパターンを持続可能なものに変革していく必要がある。

i他方、従来の大量生産指向型経済成長め効率的実現の基礎となっていた企業中心的、

集団主義的考え方や行動様式自体、従来型成長パターンを脱却し、新たな経済社会へ

転換を図っていく際の阻害要因となりつつあり、また、人々の意識も、そうした考え

方や行動様式から脱却し、より個性的で自由な生き方を求めるようになっており、そ

の観点からもこ　より高次な経済社会への転換が求められている。

3．少子・高齢社会への移行

第3の潮流は少子・高齢社会への移行である。

我が国は、21世紀初翠には人口減少型社会争こ移行することが予想され、労働力人口

も21世紀に入ると減少に転じるものと見られている；そうした中で、平均寿命の伸び

に伴い、老齢人口が大幅に増加する一方、女性の晩婚化・非婚化などにより、少子化

傾向が耗いていくことも推測される。特に、．日本の人口の高齢似ま予想を上回るペ∵

スで進展しており、先進諸国の中でも例を見ない速さで進むものと予想され、厚生省

人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成4年（1992年）9月推計）」等によると、
＼

65歳以上の人口が総人口に占める割合（老年人口比率）昼、平成12年（2000年）には

17％、平成32年（坤20年）には寄．5％と急激を上昇を統ける′と予想される。この結果、

1人の高齢者（拓歳以上）に対する現役世代、（20歳から由歳）の人数も、2000年で3．6

人、2020年には2．1人と予想され、本格的な少子・高齢社会の到来が見込まれる。

4．情報通信の高度化

第4の潮流は情報通信の高度化である。

高度の情報遍信技術の活用は、時間的・空間的制約を大幅に取り払い、個人と地軋

組織こ社会との関係や、企業における組織や就業の形態に変化をもたらすことになる

と予想される。また、情報通信の高度化は、情報やモノの流れを一変させ、産業の生

－．2　－

魔性の向上をもたらすとともに、新たな関連産業や新規雇用を創出することが見込ま

れることから、21世紀への明るい展望を開くものとして大きな期待が寄やられている。

第2章　対応すべき構造的諸問題

以上のような大きな潮流の変化は、相互に関連しながら我が匡＝こ大きな影響を与え

っっある。しかし、現在の経済社会構造は、これらの潮流変化にうまく対応できてい

ないため、様々な構造的諸問題が顕在化してきており、これが人々の将来に対する漠

然とした不安感をもたらしている。現在我々が直面しているこれらの主な問題は、次
J

のように整理できる。

1．新規産業の展開の遅れと産業空洞イヒ

グローバリゼーションの進展の中で、．企業は最適な事業環境を求めて積極的な国際

展開を進めているが、日本の高コスト構造や過剰那吋の存在等により、奉未であれば

日本国内で国際兢争力を持ち得る企業までもが海外へその生産拠点を移転することが

懸念されている。－また、経済のフアンタメン才ルズと轟敬した円高が追行する場合に

は一層この傾向を強めることになる。さらに、経済発展の新しい局面に入りつつある

今、我が国産業は自ら新しい社会のこ＿－ズを的確に把捜して潜在的な需要を発見し、

次代を扱う産業分野を開拓していくこと甲不可欠である机新しい事業展開が遅れて

おり、我が国産業の空洞化が懸念されている。このため、我が国として、は、情報通信

の高度化等を軸に、新規産業を創出し、新たな経済フロンティアを切り一拓いていける

よう、経済の活力を高めていくことが重要な課題となっている。

2．雇用に対する不束

グ単一パリゼーションの進展に伴う厳しい国際競争の中で、企業は一層の経営効率

化を目指し、事業再構築を進めており、雇用への影響が生じつつあーる。また、少子・

高齢化の進行に伴う人口構成の変化の中で、年功的処遇制度等の我が国の雇用慣行に

は、部分的にゆらぎが見られ、この影響を強く受けると見込まれる団塊の世代を始め

とした中高年層を中心に雇用への不安が生もでいる占また、企業の海外展開の進行、

新たな雇用を生み出すと期待される新規産業の展開の遅れは、更に雇廟に対する不安

を高めている。また、日本経済の先行き不透明感の増大は、新規学卒者を中心に若年

－　3　－



●

層の覿職をも困難なものにじズ㊥る。こ漉した荘用に対する不安に対応するためにも、

我が国後済の活力を高めて1いくことが重要な課題となっている。

′1

．3．少子・高齢社会のくらしへの不安

少子▲高齢化の進展に伴い、年金・医療・福祉面における給付が増加していくこと

が見込まれるが、これに伴う負担増に対する社会の対応について、国民の間に漠然と

した不安がある。また、後期高齢者（75歳以上の高齢都比率の増加が見込まれる中

で、高齢者介護への家族の私的な負迫の高まりへの懸念が生じている○さらに、労働

力人口の伸びの鈍化・減少により、我が国経済の活力自体が低下していくのせはか、

かとの懸念も生じて、いる。このため、人口増加型社会、特に醜世代の増加を前提と

していた従来の経済社会の見直しを行い、国民の不安や懸念を解消し、豊かで安心で

きる少子・高齢社会への円滑な移行を可能とする条件整備を進めることが重要な課題

となっている。

4．豊かさの実感の欠如への不満

我が国経済社会は新たな段階に入ろうとしているが、薗会資本整備や良質な住宅ス

トック形成の立ち後れ等を背景に、一rこれまでの経済成長の成果が生活の豊かさに必ず

しもつなボっていなし、との意微が高まうている。また、内外価格差への関心の高まり

の中で、その背景にある我が国経済の高コスト構造が、生活の豊かさを実感する上で

の阻害要因となっているとの意識が一層強まっている。

さらに、多様で個性的な生き方を求めている国民にとっては、ノ従来の大量生産指向

型経済社会を支えてきた企業中心的、集団主義的な姪済社会制度や慣行も豊かさの実

感の阻害要因上して働いている。このため、豊かさが実感できる社会の構築の観点か

らも経済社会の構造改革を進めていくことが重要な課題となっている。

5．地球社会における責任と役割の増大

グローバリゼーションの進展の下、各国の相互依存関係が深まっていることから、

各国は世界経済全体の発展の観点を踏まえた経済運営が求められでいる。我が国とし

ても、その国際的役割を認識し、内外に開かれた経済社会を築くとともに、国際的な

自由競争のルール作りに積極的に参加することにより、世界経済の発展に貢献してい

くことが重要な課題となっている。また、世界の人口、食料問題等についても地球社
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会の一員としてその解決に横転的に取り組むことが求められているほか、地球環境問

題への対応も迫られている。

このように、我が国の地球社会における責任と役割は増大しており、それに十分こ

たえていくことが重要な課題となっている。

以上の諸問題は、決して目新しいものではなく、従前より、我が国が直面しつつあっ

た構造的問題であったが、それに対する構造鞠登が十分進まない段階で、バブルの発

生及びその崩壊、円高の進行がこれらの問題を更に顕在化させた。また、資産価格の

下落に伴い、不良資産問題が発生し、金融システムの安定性に対する懸念が生じてい

る。さらに、近年、阪神・淡路大震災や地下鉄サリン事件等が発生し、国民生活の安

全に対する不安が生じており、これ帆我が国経済社会の先行きに対する不透明感を

一層強めるものとなっている。

第3章　政策運営の基本方向

第1範・構造準革の必要性

我が国の内外に生じている大きな潮流の変化は、相互に複合しなから我が国に変革

を迫っている。しかしながら、現在の我が国の経済社会構造は、これらの潮流変化に

対応したものになっておらず、むしろ新たな発展の足かせとなっている面もある。こ

のため、－潮流と経済社会構造がぶつかり会う中で、構造的な諸問題が顕在化しており、

将来に対する不安感をもたらしている。その解決のためには、澗流変化に対応できて

いない我が国経済社会の構造を抜本的に改革していくことが必要であり、一人一人の

意識改革も求められている。構造改革の過程においては、変革に伴うある程度の痛み

を伴うことは避けられないが、構造改革なくしては、現在我々が感じている将来に対

する不透明感を払拭し、我が由の中長期的発展を切り拓いていくことはできない。こ

のような認識の下、構造改革に直ちに取り組む必要がある。

第2箭　構造改革の基本方向

こうした認散に立って、構造改革を進めていく際の基本的方向としては、酌旨すべ

き経済社会のあり方に即して、次の3うの方向で整理することができる。
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1．自由で活力ある経済社会の創造

不確実性の高い環境の下、また、厳しい地球的規模の国際競争にさらされる中で、

我が国経済・産業の将来に対する不透明感を払拭し、自ら新たな発展を切り拓いてい

くためには、改めて自由で活力ある経済社会の創造に大胆に取り組んでいくことが急

務である。其の活力をもたらすには、自己糞任の下、自由な個人・企業の創造力が十

分に発揮できるようにすることが重要である。このため、市瘍メカニズムが十分働く

よう、規制緩和や競争阻害的な商慣行の是正を遮り、個人、企業の自由な活動を確保

する環境整備を図ることが重要である。また、我が国経済の高コスト構造を是正し、

新規産業の展開を支援していくとともに、これらを通じ、雇用機会の創出を図り、雇

用の安定を図っていくことが必要である。自由な企業や個人のイニシアティブが発揮

される手とは、活力ある地域経済を創出する上でも有効であり、また、規制緩和等を

通じ内外に開かれた経済社会を形成していくことは、我が国経済の括性化のみならず、

グロ⊥バルな視点での適切な国際分業体制の構築にも資するものと考えられる。

2．豊かで安心できる経済社会の創造

経済や雇用の先行きや、少子′高齢社会への移行に伴う将来のくらしに対する不安、

豊かさが実感できないことに対する不満を解消していくためには、豊かで安心できる

経済社会の創造を革実に進める必要がある。そのためには、1．で述べた方向に沿って、

経済社会の活力を高めるとともに、その成果が生活に反映されることか重要である。

また、国民、企業、政府間の適切な役割分抱による、自立のための効率的な社会的支

援システムを構築し、少子・高齢社会の安心の確保を図るとともに、防寒等の国民生

活の安全に係る基盤の強化や環境と調和した持統可能な経済社章の構築を図ってい′く

ことが重要である。′さらに・人々の意識の変化に対応し、一人一人の個性が尊重さ往、

自立した個人が自己責任の下に多様な選択を狩い、多樟な役割を持って＼参加できる

ような公正な機会が保障された社会を目指すことが重要である。このような自立した

個人や企業の自由な活動は、経済社会の活性化にもつながるものと考えられる。

3．地球社会への参画

グローバリゼーシヲンの癒展の中で、我が国が、地球社会にノおける責任と役割の増

大lここたえていくためには、地球社会への横板的な参画を目指す必要がある。そのた

めには、我が国経済が世界の動向と分かち難く結び付いていることにかんがみ、内外

－6－●

に開かれた怒涛社会を目指し、制度・仕組みの国際的調和や、国際的かレール作りに

積極的に取り組んでいく必要がある。これは、我が国企業がグローバルな市場で自由

に活動することを通じ、我が国経済の活性化をもたらすのみならず、適切な国際分業

を通じ、調和ある対外経済関係の澤戌にも資するものと考えられる。さらに、地球社

会の一員として、地球的規模での取組が求められている問題についても、その望まし

い対処のあり方や、その実現のための道筋について自らの考え方を率直に提示した上

で、世界の国々と意見交換を行うことにより‘、地球社会の発展に積極的に参画してい

くことが重要である。

以上の3つを基本的方向としつつ、これらを共通して支える基本的政策として、以

下のものが必要である。

4．発展基盤の確立

新しい経済社会を支える基盤として、（1）人材の育成、佗）科学技術の創造、（3情報通

信の高度化、（4）社会資本整備の推進を図ることが重要である。

（1）人材の育成，

経済社会の発展を支える基礎とな皐のは人である。異なる価値観に対する受容カ

を持ち、創造性に富み、様々な経済社会の変化に柔軟に対応し、経済社会を活性化

し、安全で豊かなくらしを支え、地球社会に参画できるような人材を育成すること

が重要な課題である。このため、多様な生渡学習機会の提供と自己啓発への支援等

により、個人の能力が発見、開発、発揮、評価される「能力開花型社会」の構築を

目指す必要がある。

（2）科学技術の創造

新しい経済社会のフロンティアを生み出す源泉は、科学技術である。、従来型の経

済成長が終焉した中で、新たな成長を切り拓いていくためには、創造的な研究開発

を推進するとともに、科学技術を社会のニーズと結び付け、新規産業を朝出してい

くこと等を通じた、経済フワンティアの拡大や豊かで安心できるくらしの実現を図

ることが必要である。このため、研究開発という知的創造活動を効果的・効率的に

行うことを可能とする知的資本の整備を進め、「科学技術創造立国」を目指す必要が

ある。

（3）情報通信の高度化
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